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１．金子文夫教授のご退職に寄せて
金子文夫教授が退職されることになった。法人化以前の国際文化学部
を代表する研究者であり、加藤祐三・元学長の主張した「横浜学」研究
の後継者として果たした役割も大きかった。私も教授の後塵を拝しなが
ら、横浜学から産業やビジネスの分野を独立させ、「横浜産業学」
（Yokohama Business Studies）をつくろうとしてきた。
本稿は、横浜の産業研究ではなく、高等教育とりわけ第２次世界大戦
後の新制大学発足後に展開されていた「横浜四大学連合学会」に焦点を
あて、その生誕期を明らかにしたい。この連合学会は、のちに横浜商科
大学をくわえた「五大学連合学会」、そして明治学院大学を含めた「六
大学連合学会」となるものの、2007（平成19）年をもって、その幕をと
じることになった。
この解散には私もかかわることになったので、その間の事情を述べる
とともに、連合学会がどのように生成したのかを明らかにしたい。輝か
しい活動を行っていた時期の連合学会を忘却することなく、後世にその
存在を伝えることは、解散にかかわった「横浜の大学人」の責務である
と考えている。
２．「横浜四大学連合学会」の後身としての「横浜六大学連合学会」の
解散の経緯
第２次世界大戦前の横浜の高等教育機関は、官立の横浜高等工業学校
（1920（大正９）年創立）と横浜高等商業学校（1924（大正13）年創立）、
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関東学院高等学部（1927（昭和２）年創立）、横浜市立商業専門学校
（通称、「Y専」、1928（昭和３）年創立）、横浜専門学校（1929（昭和４）
年創立創立）である。
これらは、よく知られているように、新制大学の発足とともに大学に
昇格し、横浜国立大学（国大）、関東学院大学（関大）、横浜市立大学
（市大）、神奈川大学（神大）となっている。それ以前の旧制専門学校時
代については省略するが、この４つの大学の経済学関係の教師たちが中
心となってつくりあげたのが、「四大学連合学会」であり、新制大学が
発足して数年たった1952（昭和27）年に、全国的にみても稀有な専門分
野の垣根を越えた地域ベースの学会としてスタートしている。
その後、横浜商科大学の設立（1968(昭和43)年）にともない、同大学
にも参加をもとめ、「五大学連合学会」になっている。さらに、1989
（平成元）年に横浜進出を果たした明治学院大学の参加を得て、「六大学
連合学会」に拡大している。要するに、これは横浜における高等教育機
関の発展に呼応している。
しかし、冒頭で述べたように、連合学会は2007年に55年をすぎたとこ
ろで、解散することになった。直接的な引き金となったのは、2006（平
成18）年６月に、横浜国立大学で開催された六大学連合学会の運営委員
会で、横浜市立大学から「本学会に参加する根拠としての母体たる商学
部が自然科学系の他学部と統合された結果、現在の加盟校分担金負担の
ままでは、とうてい加盟校の地位を維持していくことが困難となったた
め、このままでは、遺憾ながら2006年度限りで六大学を脱退する他ない
状況になったとの立場の表明がありました」（黒川洋行関東学院大学経
済学部教授（当番校の運営委員）の六大学連合学会運営委員への「今後
のあり方についての検討（依頼）」（10月２日）文書）があったことである。
この文書には、この連合学会が設立された時期にくらべて各種の経済
学・経営学関連の学会が多数設立されているなどの環境の変化もあり、
横浜市立大学のとり扱いを含めて、この学会の見直しの議論が必要であ
48
横浜市立大学論叢人文科学系列　2014：Vol.65　№ 2・3
るとの意見の一致が、この運営委員会で行われたことを述べている。そ
れによると、市大の法人化、学部統合化への対応だけでなく、この学会
のあり方自体を検討することが明らかにされている。のちにも述べるが、
この学会の「形がい化」がすでに顕著に進行していたことを正直いって
認めなければならなかったからである。
さて、黒川文書には、運営委員会にだされた主な意見を以下のように
要約している。
市大による脱退の申し出の理由となった①の分担金については、明治
学院大学を除く５大学は14万円であり、明治学院は特例として５万円で
あった。そこで、明治学院と同じような扱いをすべきとの主張が行われ
ている。そして、②は市大の脱退を認めたうえで学会を維持する見解に
なっている。さらに、③は学会の解散論、④は新たな方向展開による学
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①分担金負担を軽減し、明治学院と同じステイタスにしてでも、でき
るだけ市大には参加していただき、なんとか六大学というかたちを
維持していくべきだ。
②基本的には市大の意思決定を尊重するしかないので、どうしても参
加できないなら五大学連合学会になっても仕方ないが、それでも伝
統のある学会自体は、やはり維持していくべきだ。
③六大学連合学会は、伝統こそあれ、教員は他の学会で研究報告する
のがメインになってきており、学会としての重要性が低下してきて
いるのではないか。この際、六大学連合学会を廃止するというシナ
リオもありえるのではないか。
④たしかに、重要性は低下しているかもしれない。しかし、だからこ
そ、むしろ横浜の地元の学会という点を強調し、地元の神奈川新聞
やNHK横浜が取材にくるような、中身を充実させるようなあり方
を検討していく方がよい。
会の充実論になっている。
つまり、運営委員会はいろいろな可能性を議論していることがわかる。
そして、この議論のまとめを各大学の運営委員に提示し、各大学におい
て議論してもらい、同年12月の関東学院大学での連合学会において運営
委員会を開催し、さらに議論を深めることにしている。
関東学院大学でみると、前述の10月２日の黒川文書とほとんど同じも
のが経済学部の経済学会総会に提出されている。そして、この文書には
今後のあり方の選択肢が以下の３つであることが示されている。これは
当然のことながら、議論をやりやすくするためのものになっている。
もうひとつの資料は、10月10日付で千賀重義横浜市立大学教授（当時）
と私の連名でつくられた「「横浜六大学連合学会のあり方」についての
横浜市立大学運営委員の考え方」である。この文書には、６項目にわた
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第１案：学会の廃止
・六大学連合学会そのものを廃止　
ⅰ）その後、別組織として大学の研究成果の地域への還元の場
などを新たに企画すべき。
ⅱ）その後、とくに何もアクションをとらない。
第２案：五大学学会
・市立大学の脱退を承認したうえで、予算・組織・運営方針は現状
維持
・“五大学連合学会”に名称変更
第３案：六大学改革
・市立大学の継続的参加が可能となるように、学会の予算規模・運
営を大幅に縮小。
・大学間フォーラムの重要な場としての“六大学”の有用活用を今
後検討していくこと。
る考え方が明らかにされている。
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「横浜六大学連合学会のあり方」についての横浜市立大学運営委員の考え方
今回は、脱退を申し入れ、ご迷惑をおかけしております。
①脱退申し入れの直接の理由は、この学会が経済・経営系の学部の集
まりという性格をもっていて、市大も参加の母体は商学部でしたが、
今回の改革で商学部がなくなってしまったことにあります。
②しかし、振り返りますと、この間の市大からのこの学会（大会）へ
の実質的な参加者は運営委員や報告者・討論者に限られ、運営委員
を担ってくれる教員も減り続け、後継者を探しづらくなっていると
いう事情もあります。
③また、感想を率直に申しますと、この間の大会・懇親会の実態も、
大会には一部の市民の参加はありますが（これが存在意義かと思い
ますが）、各大学の教員については運営委員や当番校の教員に限ら
れ、各大学から14万円という少なくはない会費を集めているのに相
応しい実績を挙げてはいないと判断いたします。
④以上の諸理由から、市大の運営委員としては現状では脱退という選
択肢しかないと考え、関連する教員（旧商学部教員など）の大方の
同意を得たところです。
⑤以下は運営委員の私見ではありますが、もし改革をするとしたら、
会費を大きく減らし、報告書や討論者への謝礼の廃止ないし縮小
（交通費ぐらい）、報告誌の廃止、懇親会などは参加者負担とするこ
とが第一条件になると思います。場合によっては、ふつうの学会の
ように個人会員制にすることも考えられるでしょう。ただ、大学間
交流（大学が会費負担）というこれまでの一面も意味あることだと
は思いますが、いまの実態では、会費は高すぎると考えます。
⑥学会の学問分野も、経済・経営系を中核としていることにどれほど
これは、横浜市立大学の事情つまり脱退の理由（①）であるが、ここ
には、六大学連合学会がそれまでにかかえてきた各種の問題点も示され
ている。②によると、公開シンポジウムの実質的な参加者がきわめて少
数になり、運営委員の後継者をみつけることができなくなっていた。横
浜市大の２人の運営委員は定年も間近かになっており、事態は深刻にな
っていた。
くわえて、③で示されているように、公開シンポジウムの参加者は、
市民の参加自由としながらもほとんどいなくなり、運営委員を中心とす
るものとなっており、そのうえ負担金はそれに比較すると、どうみても
高額といわざるをえないものになっていた。したがって、担当した各大
学の運営委員の心理的な負担は大きくなっていたのである。
脱退する大学として「僭越」であったかもしれないが、さらに⑤と⑥
を述べている。⑤は現状の改革案であり、⑥は連合学会の廃止案に関す
るものである。脱退はせざるをえない。しかし、これまでかかわってき
た連合学会に対する責任はあり、むしろなにも述べないことのほうが無
責任であったであろう。そして、ここで述べられた②、③、⑤、⑥は、
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意味あるか疑問です。この学会が発足した終戦後とは異なり、経
済・経営の各分野には多くの専門学会が組織され関東部会なども開
催されている今日、横浜地域だけで集まる意義は少ないのではない
かと考えられます。分野を越えて横浜地域の大学あるいは教員・研
究者があつまれるような学会を創れるかどうかを模索する必要があ
るのかもしれません。むしろ学会という看板を下ろし、横浜の市民
に横浜にある大学がその研究成果を共同して（各大学は個別に行っ
ているわけですので）還元する団体といった性格づけに変えること
を考えてはいかがでしょうか。
横浜市立大学・横浜六大学連合学会運営委員
千賀　重義　　齊藤　毅憲
六大学の運営委員やその経験者が、ほぼ共通して感じていたものと思わ
れる。
さて、この年の関東学院大学での公開シンポジウムが12月に開催され
ている。「企業と経済の将来ヴィジョン」がテーマで、①岩佐朋子（市
大）「地域集積と産業：医薬品開発における地域集積の役割」（コメンテ
ータ、チョ・トウソップ（国大））、②小山和伸（神大）「研究開発活動
の行動科学分析」（コメンテータ、齊藤毅憲）、③渡辺光一（関大）「経
営理念と企業パフォーマンスの分析」（コメンテータ、辻聖二（関大））
の３本の報告が行われている。
この公開シンポジウムに先立って、臨時の運営委員会が開かれ、議論
が継続している。このときの議事録をまとめた黒川文書は、議論の結果
を以下としている。
2007年４月、当番校の黒川運営委員のもと、「経済学第二部会」（近代
経済学）が開催されている。そして、「新たな六大学連合学会のあり方
について（案）」（同年４月５日）が当番校の関東学院大の名で出されて
いる。それは、①地域研究に特化し、関係機関と連携をはかる社会貢献
型の大学間の交流フォーラムとする、②分担金を５万円に減額するとと
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①存続させる方向性で考えるが、その際、新たな六大学連合学会の歴
史的使命や存在意義を再検討する必要があるとの意見で一致した。
②2007年６月の運営委員会までをデッドラインとし、大学間交流の
場としての重要性、また横浜という地域に対する六大学連合学会と
しての社会的貢献を方向性とする、新たな六大学連合学会のあり方
の具体的プランを作成することにした。
③その際、６月の同委員会までに具体的プランが明確にまとまらない
ような場合には、市立大学の脱退を契機として、来年度は本学会を
廃止する方向性での検討に入らざるを得ないとの意見で一致。
もに、③公開シンポジウムの開催頻度をおさえる、などの案がつくられ
ている。
そして、この年の6月に最後の運営委員会が開催されている。議論の
結果、廃止つまり解散ということになる。関東学院大学経済学会（2007
年7月18日）に提出された黒川文書「横浜六大学連合学会廃止の件」に
よると、存続に積極的な姿勢をもつ大学がなく、本学会の存続は困難で
あるため、2006年（平成18）年度をもって解散する。
したがって、2007年度には公開シンポジウムは開催しない。解散につ
いては本来は総会での承認が必要であるが、総会を開催しても、運営委
員会以外の参加は見込めないことから、運営委員会の決定を各大学に提
案し、そこでの承認を得ることで代えることにするとされている。
これによって、半世紀をこえる歴史をもつ連合学会は解散されること
になる。この決定にかかわった各大学の運営委員の苦悩は大きかった。
そして、とりわけ当番校となった関東学院大の黒川運営委員などの尽力
に対しては、心からの敬意を表さなければならない。
３．「横浜四大学連合学会」生誕の事情
1962（昭和37）年に、『横浜四大学連合学会十年の歩み』（本文46頁、
名簿12頁）という小冊子が公刊されている。これは、10年間の回顧と具
体的な活動、規約と会計、それから会員名簿からなっている。
まず、10年間の回顧からみると、これについては、設立にかかわった
伊坂市助（関大）、岡野鑑記（神大）、越村信三郎（国大）、早瀬利雄
（市大）、武藤正平（国大）の５名が書いている。
越村の「四大学の鹿鳴館時代」を読むと、1951（昭和26）年１月に横
浜市大の教授たちによる懇親会が行われ、兼任をしていた越村も招待さ
れている。そして、その場で早瀬から戦前、横浜高等商業とY専の教授
間で「イスペ」という会を組織していたが、そのような組織を市内の４
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大学に拡張して、連合学会をつくることを提案されたという。越村はさ
っそく、経済学部長徳増栄太郎に伝え、教授会の支持を得ている。その
あと、神奈川大学、関東学院大学の教授たちとの協議を経て発足の運び
となっている（6頁）。
ここで出てくる「イスペ会」とは、武藤の「イスペ会の頃」をみると、
Yokohama Société des Peusées Economiques の頭文字をとったYSPEで
あり、命名者は高等商業の渡辺輝一（徳増の前の経済学部長）であった。
1933（昭和８）年、武藤はY専に奉職し、のちに国大に転ずるが、同じ
年に友人の越村も高等商業に入職している。バス通勤で両校の教師たち
は南太田のＹ校(横浜市立横浜商業学校の略、現在の横浜市立横浜商業
高校の前身で、Y専はY校と同居していた)角で下車することになってお
り、毎日バスのなかでたがいに顔を会わせていたという。このようなな
かで、徳増は、両校の教員の懇親の場を設定するように、越村や武藤に
依頼し、その年の夏に懇親会が実現することになる（12頁）。
当時の高等商業には、徳増栄太郎や井上亀三、井上鎧三、森田優三の
「三三（さんぞう）先生」、岡野鑑記、渡辺輝一、黒沢清、井手文雄など
が、そしてY専には前田幸太郎、小山伝三、早瀬利雄、小原敬士、塩野
谷九十九、荒木直、安彦幸次郎、田島四郎、工藤進、新関寛夫、佐久間
幸夫などがおり、八百政、磯子園、文の家、伊勢一、竹宇ちといった当
時の一流の旗亭で、年２、３回の懇親会を開いていた。
しかし、1941（昭和16）年の戦争の開始以降、イスペ会は自然消滅し
てしまう（13頁）。とはいっても、イスペ会の開催によって、両校の教
員間の交流は、確実に高まっていたのである。
このイスペ会が連合学会設立の基盤にあったことについては、早瀬の
「回顧と展望」でも明らかにされている。「私が旧Y専に赴任した昭和５
年から２、３年たった頃と思うが、南太田町のY校の向かい側の山に横
浜高商があって、下のバス停留所でよく徳増先生や井上鎧三さんに会っ
ていたが、どちらからともなく一橋（大学…筆者）出身の同学の士の研
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究懇親会をやろうではないかという話がおこり、イスペと名付けた会が
高商とY専のメンバーでつくられた。これがおそらくインターカレッジ
の会合の初期の形態であった」（９頁）。
このように、イスペ会は本格的な研究会にはならなかった。武藤はイ
スペという名には申し訳ないが、研究会にならなったと述べている。両
校の若き教師たち、徳増、井上（鎧三）、塩野谷、早瀬たちにとって、
この会は親睦や交流のほうにウエイトがおかれていた。したがって、本
格的な研究会には発展しなかったのである。しかし、横浜高商は「太平
洋貿易研究所」を、Y専は「横浜経済研究所」をつくって、まじめに研
究を行い、一定の成果をあげていた（14頁）。
いずれにせよ、イスペ会の存在がのちの連合学会の設立につながるわ
けであるが、越村から発案者とされた早瀬自体は、新制大学制度により
横浜に4つの大学が創設され、これを機に社会科学を中心とした連合学
会をつくったら、「地方的な特色の発揮」（10頁）になると考え、徳増、
伊坂、渡辺、越村などと相談し、賛同を得たので、会則草案などをつく
ったと述べている。
この早瀬の指摘のなかで注目すべきは、新制大学制度によって横浜に
４つの大学が創立したということである。東京に近接し、東京に依存す
ることが多かったために、横浜での高等教育とくに大学に関しては、戦
前はひとつもなく、後進的な位置を占めていた（拙稿「ヨコハマ大学都
市づくりの展望」、拙編著『横浜：都市創造ビジョンの構築――開港150
年を記念して』2010年、学文社などを参照されたい）。
したがって、旧制専門学校からの昇格による4大学の創設は、この後
進性を脱するためにはきわめて意味のあるものであった。早瀬のいう、
連合学会の「地方的な特色の発揮」の主張には、このような思いがあっ
たと考えている。そして、岡野の回顧となる「不思議な現象」のなかで、
大学が連合して実績をあげている例は、ほかの地域にはないとし、10年
に及ぶ手堅い足どりを不思議な現象とし、それには４つの秘密のカギが
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あるとしている（４－５頁）。
そのひとつは、マンモスである大東京に食われまいとする「強い横浜
意識」である。この自意識こそが4つの大学を結びつけているという。　
ふたつ目は、４つの大学という数の妙であり、２つでは弱く、５つで
は多すぎる。国公立が２校、私学が２校でもある。４年に１度の学会開
催も負担に気軽さがあるとともに、大学間の競争意識もうまく働くこと
になる。
第３は、「人の和」という基盤があったことである。これは前述のイ
スペ会などに示される人間関係の良さである。
第4は、「人の和」をベースに、若き世代を中心に旺盛な研究上の精進
がつづけられており、そこには「近経」と「マル経」といった感情的対
立とか、老、壮、若による学問的、人間的偏見はなかったことである。
岡野は自画自賛になるかもしれないといいつつ、以上の４つの秘密の
カギを述べている。そこには、大学に昇格した当時の横浜の大学人の意
気ごみ、熱意や自由さを彷彿とさせるものがある。
しかし、早瀬の「地方的な特色の発揮」にからめていうと、一番目の
秘密のカギである、東京に食われまいとする強い横浜意識が重要となる。
教員間の良好な人間関係ができあがっていたことが、連合学会の設立と
その後の活動の支えになっていたことは、上述の第３、第４のカギでも
明らかにされているが、第１のカギである東京に食われまいという東京
への対抗意識、後進性を脱したいという横浜の大学人の意志が強烈にあ
ったと思われる。
『関東学院大学経済学部三十年史』（1980（昭和55）年）でも伊坂市
助が、つぎのように述べている。「横浜国立大学、同市立大学、神奈川
大学、関東学院大学の四大学は、いずれも大学とはいっても、当時新制
大学としてスタート僅かに数年しかたっておらず、旧制大学の林立する
東京側からは、とかく未青年視されがちのように感じられていた」（20
頁）。
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さて、『横浜四大学連合学会十年の歩み』の回顧の冒頭を飾った伊坂
の「十周年大会に寄せて」をみると、市大から始まって、国大、関大、
神大の順で、輪番制で大会を行ってきたことがわかる。その間に、経済
学、社会学、経営学、歴史学、語学などの各部会で活動が活発に進めら
れ、とくに経済学部会は3部会に分けられている。
経済学部会では協同による調査研究が行われ、「独占の研究」、「資本
主義と社会主義の経済構造と成長に関する比較研究」、「在日華僑の研究」
は、当時の文部省（現在の文部科学省）の研究助成としてとり組まれて
いる（１頁）。この連合学会が経済学を中心とする社会科学や人文科学
の教員によって組織化されたことからいえば、それは当然のことであっ
た。また、横浜市立大学が第1回目を開催したのは、早瀬が“いいだし
っぺ”であったことによっている。
４．主な活動からみた四大学連合学会
連合学会の規約第６条をみると、「本会、運営資金ハ各大学、分担金
及ビ公私ノ寄付金ヲ以テコレニ充テル」（前掲『十年の歩み』、43頁）と
されている。２．の解散の経過でも述べたが、個人会員制をベースにし
たものではなく、当初から各大学の分担金で運営されてきたが、活動に
ついては第3条で、①年度大会（４年に１度）、②講座・講演会、③研究
会（年４回）、④共同調査、共同出版、⑤その他の事業を、行うことが
明記されている。
それでは、具体的にはどのような活動が行われていたのであろうか。
『十年の歩み』は、まず年次大会を紹介している。しかし、第１回（昭
和27（1952）年度）から第4回までについては記録がない。正確な記録
をとっていなかったようで、開催されたことだけが示されている。第５
回以降については、以下のようなプログラムになっている（16－20頁）。
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第５回（1956（昭和31）年度）大会：横浜市立大学
＜研究報告＞
明治初期における外国資本の存在形態 市大　秋本益利
イギリス経済王制下における地主制の一動向 神大　田中豊治
＜シンポジウム＞
「横浜経済の現状と将来について」
報告者　神奈川県商工部長 五神　辰雄
横浜市港湾局長 早田　成雄
横浜商工会議所副会頭 李家　　孝
市大　　　　　　　　　　太田　英一
国大　　　　　　　　　　井手　文雄
神大　　　　　　　　　　斎藤　武雄
関大　　　　　　　　　　富田富士雄
第６回（1957（昭和32）年度）大会：横浜国立大学
＜ミーク教授来朝歓迎経済講演会＞
最近西欧経営学の動向 関大　山田　一郎
中共の経済発展 市大　山田　長夫
Marx and Keynes prof． R．Meek
最近西欧会計学の動向 国大　黒沢　　清
第７回（1958（昭和33年度）大会：横浜銀行協会
＜研究報告＞
米穀金融の機能と意義 神大　森　　七郎
ホスコールドの評価公式について 国大　佐藤　信吉
＜講　演＞
世界海上貿易の大勢と海運 関大　伊坂　市助
横浜経済の構造 市大　早瀬　利雄
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第８回（1959（昭和34）年度）大会：神奈川大学
＜研究報告＞
独占形成史論に関する一考察
――第一次世界大戦後のイギリス資本主義の諸問題――
関大　清水　嘉治
独占理論の一齣
――ヒルファディングを中心として――
市大　古沢　友吉
＜公開講演＞
独占・寡占の論理と現実 神大　宮川　武雄
我国の景気の動向と今後の財政政策 国大　井手　文雄
＜海外学会報告＞
アメリカ社会学界のことなど 関大　富田富士雄
国際社会学会議に出席して 市大　早瀬　利雄
第９回（1960（昭和35）年度）大会：横浜銀行協会
＜研究報告――シンポジウム「経営管理とマーケティング革命」＞
報告者　　　国大　久保村隆祐
神大　河野　豊弘
関大　山田　一郎
市大　土屋　好重
主要質問者　国大　森　　弘毅
神大　加藤　勝康
関大　永島　敬識
市大　森本　三男
＜講　演＞
最近における労使関係の動向 市大　林　　信雄
横浜市と姉妹都市リヨン 横浜商工会議所　田中　省吾
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ヨーロッパ各地をめぐって 関大　越村信三郎
十周年記念（1961（昭和36）年度）大会：横浜高島屋６階ホール
＜研究発表＞
金融政策の効果と限界　　報告者 神大　大森　七郎
質問者 国大　宮崎　義一
神大　原　　司郎
資本輸出の原理的考察　　報告者 関大　清水　嘉治
質問者 国大　本間要一郎
＜講　演＞
ソ連における学問の世界 市大　三枝　博音
近代経営の本質 国大　黒沢　　清
これによると、大会では研究報告、シンポジウム、講演、海外学会報
告など、多様な形式で、理論的だけでなく実践的なプログラムが実施さ
れていることがわかる。そして、発表者・講師などは４大学の教員を中
心とするものの、そのほかに神奈川県、横浜市、横浜商工会議所の関係
者も参加している。また、経済学、社会学、経営学などを中心とした社
会科学や人文科学をテーマにして開催されている。
学会であるから、年度大会が行われるのはごく当然であるが、この連
合学会はさらに共催のかたちをとって、全国的な学会開催を引きうけて
いる。それは、岡野の指摘した第3、第4の秘密のカギの存在が前提にな
っている。
後年、筆者もOA学会（現在の情報経営学会）の開催で、市内大学の
共催にかかわったことがあるが、「人の和」に示される人間関係の良さ
と、若き世代を中心にした旺盛な研究上の精進といったエネルギーの発
散といったものが、四大学連合学会にはみなぎっていたのであろう。
ちなみに、1954（昭和29）年度には「経済学史学会第９回大会」、
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1956（昭和31）年度には「経済政策学会第10回大会」が、いずれも国
大で開催されている。そして、後者では、神大の大熊信行の「労働価値
思想と家計概念との関係」、Y専から一橋大学に移っていた小原敬士の
「アメリカの経済政策とその効果」の発表が行われている。
つづく57（昭和32）年度には「日本財政学会第14回大会」（Y専から
名古屋大学に移った塩野谷九十九、と富士銀行の紅林茂夫の「財政金融
一体化の理論と政策」の発表）、58（昭和33）年度には「国際経済学会
第17回大会」、61（昭和36）年度には「経済理論学会第4回大会」（国大
の宮崎義一の「独占度測定の諸問題」の発表）がいずれも国大で開催さ
れている。これらは経済学系学会であるが、56年度には「日本社会学会
第29回大会」が県立音楽堂、県立図書館、横浜市立教育会館を使用して
行われている。
これらの５つの経済学系学会や社会学会のほかに、商品学会なども開
催されており、それらは社会科学系の主要な学会であった。そして、四
大学で引きうけたこともあって、伊坂によると、全国的な学会などの場
では「横浜四大学さんに次回は・・・」とか、「横浜四大学さんを代表
して○○さんに・・・」といった声が聞かれるようになったという（２頁）。
連合学会による学会の全国大会開催は、短期間のうちに連合学会を知
名度のあるものにしたことになる。伊坂は、「良いことに力を合わせる
姿というものは何ぴとにも心よく迎えられるものらしく、第三者からも
優待的な処遇を受けるようになったものとみえる」（２頁）と述べている。
つぎの活動は、「特別行事」であり、これには外国人学者の講演会、
横浜経済同友会との共催による経営セミナー、夏期講座、経済学公開大
学講義の４つのイベントがあげられている。外国人学者の講演はすでに
述べたR．Meek（イギリスのグラスゴー大学）のほか、Hugo Heeckt
（西ドイツのキール世界経済研究所、交通学部長）の「戦後世界海運の
発展」（1958（昭和33）年、横浜銀行協会）、E．Gutenberg（西ドイツ
のケルン大学、経営学主任教授）の「西ドイツの復興、繁栄と経営学」
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（1959（昭和34）年、横浜経済同友会との共催、横浜開港記念会館）が
公開講演されている。このなかで、とくにGutenbergは、第２次世界大
戦後のドイツ経営学のイノベーターとして、わが国でもきわめて著名で
あった。
２つめの横浜経済同友会との共催「経営セミナー」は、シルクセンタ
ーで行われ、1959（昭和34）年度からスタートしている。
第１回（1959年）経営セミナー
７月７日 欧米の海運経営者 伊坂　市助（関大）
日本銀行発行制度改正について 山口　　茂（神大）
７月８日 利益管理と原価管理 山辺　六郎（国大）
景気循環と設備投資 坂入長太郎（関大）
７月９日 わが国企業に於ける経営管理の特色と反省 山田　一郎（関大）
企業の体質改善と自己資本充実 森　　弘毅（国大）
７月10日 商法改正の動向と会計学 黒沢　　清（国大）
会社の内部監査制度の動向 田島　四郎（市大）
７月14日 労資関係の法律的側面 林　　信雄（市大）
経済予測について 伊藤　長正（国大）
７月15日 経済成長とインフレーション 宮崎　義一（国大）
日本経済の成長率6.5％ 宮川　武雄（神大）
７月16日 横浜経済の構造的変化 早瀬　利雄（市大）
日本経済と貿易復興 斎藤　武雄（神大）
７月17日 後進国開発理論の諸問題 相原　　光（市大）
日本賠償と後進国開発 岡野　鑑記（神大）
第２回（1960（昭和35）年度）経営セミナー
７月22日 経営の日本的特質 山田　一郎（関大）
中小企業と労働問題 三浦　恵司（市大）
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７月27日 経済成長と企業経営 伊藤　長正（国大）
消費者行動と企業計画 久保村隆祐（国大）
７月29日 経済予測と経営計画 黒沢　　清（国大）
長期経営計画のたて方 河野　豊弘（神大）
８月３日 経営資料の作り方と見方 森　　弘毅（国大）
新しい経営管理技術 松村清次郎（神大）
８月５日 世界経済と日米関係の動向 古沢　友吉（市大）
貿易の自由化と日本の産業構造 武藤　正平（国大）
８月10日 貿易の自由化と日本の貿易構造 斎藤　武雄（神大）
貿易自由化と金融問題 樋口　午郎（市大）
８月12日 貿易自由化の影響・分析・調査 伊坂　市助（関大）
新しい貿易実務の諸問題 石田　貞夫（神大）
８月15日 経営者のための現代思想 早瀬　利雄（市大）
経営者の社会的責任 土屋　好重（市大）
第３回（1961（昭和36）年度）経営セミナー
７月24日 近代産業と経営戦略　　金子佐一郎（王子製紙社長）
所得倍増計画と高度成長 大来佐武郎（経済企画庁計画局長）
７月26日 現在の国際情勢と日本の立場　松下正寿（立教大学総長）
最近世界経済の動向　　　　　赤松　要（一橋大学）
７月28日 日本企業の長期経営計画 永島　敬識（関大）
労務問題（事例研究） 笛木　正治（市大）
７月31日 会社経理と財務政策 中村　　忠（神大）
直接原価計算について 山辺　六郎（国大）
８月２日 設備投資と企業金融 原　　司郎（神大）
販売戦略について 山口　辰男（市大）
８月４日 商法改正について 黒沢　　清（国大）
現代的経営のあり方と設備更新 山田　一郎（関大）
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これによると、第１回と第２回は８日間の２コマ、第３回は６日間の
２コマになっており、合計で44コマである。それぞれは当時の経営課題
に対応できる内容になっており、横浜四大学の力量をまさに十分に示し
ていた。そして、第３回については、金子佐一郎という経営のプロ、大
来佐武郎という著名なエコノミスト、松下正寿や赤松要という著名な研
究者も講師として参加している。
したがって、四大学からは延べ40名の教師が講師になっている。この
うち、日本の代表的な会計学者である黒沢清（国大）と経営学研究で著
名な山田一郎（関大）が３回、四大学連合学会をつくった社会学者の早
瀬利雄と海運論研究の伊坂市助が2回担当しているので、実質的には34
名の教師が担当していることになる。
特別行事の第３は、夏期講座である。これは横浜市民を対象とした教
養講座であり、1958（昭和33）年度については横浜開港100年祭の記念
行事として、横浜市教育委員会との共催で「成人学校教養講座」の名で
盛会に行われている。
プログラムは「みなとの社会科学――よこはま港をめぐって――」
（北見俊郎(関大)）、「百年前のよこはま・百年後のよこはま――経済学か
らみた――」（徳増栄太郎(国大)）、「よこはまと美術」（吉沢忠(美術評論
家)）、「キリスト教文化とよこはま」（相川高秋(関大)）、「よこはま市民
の生活文化」（三枝博音(市大)）、「よこはまの貿易と世界経済の現状」
（斎藤武雄(神大)）、「よこはま文学随想――俳句を中心に――」（飯田九
一(市教育委員)）、「よこはま市民の経済力」（樋口午郎(市大)）という８
日間のものであった。
特別行事の最後は、画期的な「経済学公開大学講義」である。これは、
関東学院大学が主催した四大学連合学会会員による夏期講義「原典経済
学講義」である。1953（昭和28）年度にスタートし、毎年７月に開かれ、
『十年の歩み』が出版された1961年度までに９回を数えている。いつま
で続いたかは必ずしも明確ではないが、『関東学院大学経済学部三十年
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史』における伊坂の記述によると、10余年という言葉を使っているから、
それから数年後に終了したことになる。
『十年の歩み』には1958（昭和33）年のプログラムがのっており、第
１部と第２部からなり、４日間で行われている。
第１部　原典経済学講義（初級向き）
重商主義　伊坂市助（関大） 重農主義　平田清明（国大）
古典学派前史　高野利治（関大） スミスと「国富論」　宮川武雄（神大）
歴史学派　山田長夫（市大） マルクスと「資本論」越村信三郎（国大）
社会主義経済学批判　古沢友吉（市大）
第２部　原典近代経済学講義（上級向き）
近代経済学概論　山田長夫（市大） オーストリア学派大門一樹（関大）
シュンペーター経済学　田中正司（市大）ローザンヌ学派　一杉哲也（市大）
ケンブリッジ学派　越村信三郎（国大） マーシャル経済学　宮崎義一（国大）
ケインズ経済学　佐藤豊三郎（市大） 「一般理論」解説　宮沢健一（市大）
そして、最後の日には、「現代の資本主義」（芳賀健三(慶応大学)）と、
「マルクス経済学と近代経済学」（大熊信行(神大)）の２本が講義されて
いる。
なお、「関東学院大学経済学部三十年史』には、スタートした1953
（昭和28）年のものが収録されている（154－155頁）。
第１部　経済学の生成
重商主義（伊坂）
重農主義（平田）
イギリス古典学派の先駆者（高野）
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第２部　経済学の確立と展開
古典学派〔スミス〕（宮川）
古典学派の完成〔リカルド〕（長洲一二（国大））
古典学派の解消〔セイ、ミル〕（長洲）
歴史学派とその批判（山田）
第３部　社会主義経済学の発展
基礎理論〔マルクス、エンゲルス〕（越村）
マルクス経済学〔資本論〕（越村）
マルクス経済学の発展と検討（古沢）
近代経済学の展開と展望（佐藤と小原敬士(一橋大学)）
実質６日間のプログラムであり、昼夜２回同一講義をくり返し行うと
いうハードなものであった。同経済学部の自由選択科目（４単位）とし、
経済学（一般教養）、経済原論、経済政策、経済学説史、原書講読など
の科目の履修生への参加をもとめている。さらに、これは学外の学生や
一般市民の聴講も歓迎するものになっている（153頁）。
そして、この授業をうけるために、『原典経済学』（同文舘）を持参す
ることを指示している（154頁）。ここで注目すべきは、この著作がどの
ようにしてできあがったのかである。この著作の初版は、1953（昭和28）
年５月であるが、編集・企画は、伊坂によると１年ほど前の連合学会の
席上で満場一致の賛成で決定されたという。
『三十年史』で彼は、「他地域で未着手のもので特色のある著作なり
講座なりを協力して創出させてみてはという提案が、四大学の経済学・
社会学関係の教授団にだされたのである」（20頁）とし、それから約１
年間をかけて出版の運びになっている。さらに、２年を経て、『原典近
代経済学』がやはり同文舘から発刊されている。
この企画の提案者は、伊坂自身であったと述懐している。しかし、強
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力なサポーターの存在を明らかにしている。ひとりは越村信三郎で、も
うひとりは山田長夫であった。そして、編集の実務を担当したのが、伊
坂と若き古沢友吉、一杉哲也（いずれも市大）である。
また、講義が長期にわたって実施できたのは関東学院大学の学長であ
った白山源三郎（交通論）の理解と支援によるとし、『原典』というタ
イトルは長洲一二の発議によってつけられている。そして、以後、これ
にならって、“原典”を使った類似の経済学書が出版されることになっ
たという（20－21頁）。
この『原典経済学』は、原著者の主要著作の原文の要所と、その邦訳
を中心にして、それに適切な解説をくわえたかたちでつくられており、
現代的にいえば、“リーディング”といわれる教科書であるが、前述し
た1953年のプログラムと同じ３部構成になっている。
しかし、「近代経済学の展開と展望」は除外されており、続刊の『原
典近代経済学』に収録されることになる。第１部は講師となった伊坂、
平田、高野が執筆者であり、第２部の執筆は講師陣の宮川、長洲、越村、
山田のほか、富田富士雄と桜林誠（いずれも関大）によって行われ、第
３部は越村、古沢のほか長洲が執筆している。
続刊の『原典近代経済学』は、第１部「近代経済学」、第２部「ケイ
ンズ革命」からなり、佐藤、一杉を中心に、宮沢、相原、田中（いずれ
も市大）、さらには越村、山田、伊坂などがくわわって公刊されている
（21頁）。前述した1958年のプログラムの第１部（初級向き）が『原典経
済学』であるのに対して、第２部の上級向きがこの『原典近代経済学』
に対応したものであった。
なお、まもなくして四大学の同じ教授陣によって、スピーゲル（H．W．
Spiegel）著“The Development of Economic Thought”（1952）という
経済思想史の訳書（全５冊）も東洋経済新報社から出版されており（21
－22頁）、連合学会はきわめてアクティブな活動を展開していたのであ
る。
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四大学連合学会は、以上のような特別行事を行っていた。これらにく
わえて、専門分野別の研究会・部会による活動が行われている。経済学
はとくに活発で、「経済学原典部会」、「近代経済部会」、「経済史部会」
のほか、「現代資本主義研究会」、「経済政策部会」にわかれていた。そ
して、「経営学部会」、「貿易部会」、「社会学部会」、「語学部会」も設け
られていたのである（『十年の歩み』、36－41頁）。
５．連合学会の解散の理由と教訓
以上のように、連合学会は誕生期においてきわめて輝かしい活動を展
開し、驚異的ともいえるほどの足跡を残してきたと評価することができ
る。さて、ここではもうひとつの資料をみていこう。それは、1999（平
成11）年度の『六大学連合学会学術大会報告』（2000年）に収録されて
いる田中正司稿「連合学会創成期と今日の学問環境――研究における
LebenとNationalitätの役割」である。
この年度の当番校は横浜市大であり、千賀重義、影山摩子弥、南知恵
子、三浦敬と筆者が運営委員であった。最年長であった私が代表者にな
って、経営関係の「企業経営の最前線」をテーマに公開シンポジウムを
行っている。報告は①南知恵子（市大）「営業の革新――情報化と組織
型営業戦略」、②佐々徹（商大）「街づくり事業の展開と商店街組織」③
三戸浩（国大）「株式会社革命論と企業統治論」の３本であり、あわせ
て「連合学会五十周年記念講演」として市大名誉教授の田中の講演が行
われている。
しかし、いまから思うと恥しいかぎりであるが、五十周年記念はまち
がいであり、正しくなかった。田中も講演のなかで指摘しているが、連
合学会の設立は1952（昭和27）年のことであり、五十周年になるのは
1949（昭和24）年に横浜に４つの大学ができたことであった。田中はこ
の年に大学を卒業し、市大の助手になっている。
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田中の講演は、２つの注目すべきポイントを明らかにしている。その
ひとつは、本稿で取りあつかってきた生誕期の四大学連合学会の活動で
あり、もうひとつは連合学会が退潮期に入り、存在理由も空洞化してい
るのではないかという認識を明確に示していることである。とくに後者
には、解散に結びつく論点が含まれているのである。
まずは最初のポイントをみていくことにしよう。すでに明らかにして
きたことと重複するが、四大学連合学会が『原典経済学』などで大きな
成果をあげたことや、研究会・部会活動をきわめて活発に行っていたこ
と、そして全国規模の学会の開催を引き受けたこと、などが述べられて
いる。
この講演のなかで興味深いのは、戦争直後の大学では、学問ができな
かったという戦時中の反動からか、学生の知的欲望はきわめて強く、他
方教授たちは狂信的な軍国主義から解放されて、新しい日本再建に燃え
ており、ムンムンするような熱気にあふれ、講義には緊張感がみなぎっ
ていたことである。
くわえて、横浜では大学昇格にあたって「横浜大学」という名称を使
いたいという思いをめぐって国大と市大との間で、これにさらに神大を
含めてある種のはげしい張り合いというべきものがあり、これも連合学
会設立の契機になっているという（５－６頁）。たしかに、市大の紀要
が開学からの数年間、『横浜市立大学論叢』ではなく、『横浜大学論叢』
になっているのである。
このような大学昇格への動きのなかで、旧制の４つの経済専門学校の
教師間で交流がつくられ、そのためのインフォーマルな場が当時、横浜
の唯一の盛り場、野毛であった。ここで教師たちは“トリンケンする”
ほどに“アカデミック”となり、それが学会の結成につながったといい、
その常連ともいうべきメンバーは、国大の越村、関大の伊坂、神大の宮
川、市大の早瀬と佐藤などであり、これらに関大の富田富士雄と市大の
山田長夫らが加わって発起人になっている。
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そして、学会の設立動機は終戦後の大学昇格による大学創造への意欲
だけでなく、「横浜の地理的特性に伴う対東京対抗・団結意識があった」
（６頁）と述べている。要するに、対東京への意識が強烈に支配してい
たのである。また、『原典経済学』と『原典近代経済学』の執筆者たち
を、全国的にみても当時の錚々たるメンバーと評している。これはまっ
たく妥当な評価であると考えている。
さらに、行政との関係でみると、①飛鳥田一雄が市長になると、横浜
市から補助金をもらえるようになったこと、②長洲一二（国大）が神奈
川県知事になると、県からも同額の補助をしてもらえることになったこ
と、③その返礼として大会を公開シンポジウムにし、市民に自由に聴講
させることになったこと、を明らかにしている（７頁）。
要するに、田中の第１のポイントは、連合学会生誕当時の横浜の大学
人の熱い思いとエネルギーを感じさせるものになっている。それに対し
て、もうひとつのポイントは、半世紀近い歴史をもつ連合学会の「形が
い化」を明らかにしている。連合学会の解散の意味と教訓を考えるとき
に、彼の見解は有益ではないかと思っている。実質的にこの学会が退潮
期に入り、存在理由も空洞化しているとし、その主な理由を述べている。
ひとつは、1970（昭和45）年代以降にはじまった「研究の高度専門化
と国際化に伴って、ローカルな地域での異分野交流より専門研究第一主
義になり、学際的な地域学会の存在理由が自覚されなくなった」（８頁）
ことである。そして、もうひとつは、「そのような動向に照応する大学
感・職業感の変化に伴うもので、労働のモビリティの増大の帰結として、
学生と大学に対する、ましてや「横浜」に対する愛着や責任感が減退し、
希薄化する傾向が強くなった」ことである（８頁）。
最初の論点が、解散に至った直接的な理由であると考える。連合学会
の運営委員だけでなく、多くの人たちが感じていたのは、経済学や経営
学などの社会科学を中心にした学際的な地域をベースとした学会がもは
や求められなくなってきたことである。ある特定の分野をとってみても、
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研究の専門化や分業化が高度に進んできている。
私の専門である広義の経営学の分野では、現在では60を越える学会が
設立され、研究活動を行っている。しかも、それらの学会の多くは地域
部会をもっているのが一般的である。そのなかで、たとえば横浜の会員
は関東部会に所属し、そこで研究交流が行われている。
研究に専念しようと思えば、自分の研究上の関心やテーマをとり扱う
学会に参加するようになるのは当然のことであり、それが現在では複数
の学会になる可能性も多くなっている。その結果として、社会科学を中
心とするとはいえ、学際的な地域ベースの学会は無意味なもののように
なり、それに対するニーズはきわめて低くならざるをえなくなってしま
ったのである。
しかも、この学会の会員資格は、各自が入会の意思を表明してなくて
も、各大学に就職することで得られるものであったので、運営委員や報
告者・司会者・コメンテーターなどに指名されないとか、６年に１度引
きうける大会（公開シンポジウム）を担当しないかぎり、所属している
ことが意識されることがなくなってきたのである。また、運営は大学が
負担する分担金によってまかなわれ、教員自身の経済的負担もなかった
から、当事者意識の欠落というべきものも喪失してきた。
以上のようなことからいえば、連合学会の解散はいつかは来るべき事
態であったと考えている。むしろ解散は不可避であると思いながら、だ
れもがそれをいいだせなかったというのが正直なところであったかもし
れない。
田中のもうひとつのポイントは、横浜の大学人の学生と大学、さらに
は横浜に対する愛着や責任感が減退ないし希薄になったと指摘している
ことである。前出の引用にある“労働のモビリティ”の意味が必ずしも
明示的ではないが、同一大学における長期勤続ではなく、他大学への早
期の移動が多くなり、教員の定着率が低くなったことからすれば、たし
かにそのような愛着とか責任感が教員のなかに生まれてくることはない
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といえるであろう。
「私のようなOBの目から見ると、最近は学生だけでなく教員も横浜
を知らず、知ろうとも思わず、電車でまっすぐ帰ってしまうので、横浜
に対する愛着など育ちようもないのも当然かと存じます」（８頁）とい
い、このような状況のなかで連合学会の空洞化は自然の成り行きである
としている。
地域ベースの学会には、いうまでもないことだが、地域への愛着が前
提になければならない。それが減退し、希薄化しているとすれば、この
連合学会の解散は当然の帰結であったのかもしれない。
私自身、約８年間勤務した前職から横浜市大に移ったのは1979年のこ
とであり、自分の研究をつくることや専門分野の学会活動に忙殺され、
横浜の地に根をおろした活動や研究をスタートできたのは1980年代の後
半以降のことであった。しかし、それによって、横浜への愛着がつくり
だされてきたように思われるし、それが定年まで勤務する動機づけにも
なった。
私の場合、40歳代後半以降、横浜市や神奈川県のかなり多くの委員会
（行政委員を含む）に関与し、それとともに、学生とともに自分の住ん
でいる地域のかかえている多様な問題を認識するだけでなく、その解決
策づくりに悩まざるをえなかった。これにより、大学のなかだけでは得
られなかった生まの問題に直面し、判断することを迫られた。
このようなむずかしいなかでの意思決定の経験が、連合学会との関連
でいえば、しのびがたいが、もうこれ以上継続させることはむずかしく、
解散もいたしかたないとの判断を可能にさせたと思っている。
市大の法人化にあたって、私は少しだけ国際都市学系の前身ともいう
べきヨコハマ起業戦略コースの構想づくりにかかわった。企業の経営学
者であるが、きびしい状況におかれている地域の問題を解決する「経営」
というものにも関心がすでに拡大していたのである。そして、横浜とい
うローカルな地域の問題を検討し、改善策を考えだすことは、グローバ
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ルなものにもつながっていることを感じていた。もっとも、地域の問題
をとり扱うこのコースづくりに、学内が一致して賛同していたとは思え
なかったのも正直なところであった。
ところで、田中は講演の最後で、テーマにある「今日の学問環境」に
ついて述べている。そして、サブタイトルの「研究におけるLebenと
Nationaltätの役割」は、まさにこの部分にかかわっており、内容的には
純粋戦後世代の大学人（横浜を含む）への教訓を示している。
自分で状況を判断して即座に行動しなければ生き残れなかった戦前の
世代とちがって、戦後世代には本当の意味でのLeben（生活とか、生き
ること）がないという。Lebenとは自分で判断し、その結果に責任をも
つことであり、「生活の場の自覚がないというのは、自分の属する組織
や地域、国家の中にあって、良かれ悪しかれその一員として生きている
ことの自覚が少ない」（10頁）ことであり、かくして地域や社会が成長
の場でなくなり、個人自身も自分のLebenを生きることが少なくなって
しまったと述べている。
さらに、「自分の主体的なレーベン＝実践と、自分の属する組織や地
域、さらには国家の現実問題との格闘・対決があって、私たち自身の学
問や研究もはじめてより普遍的なものへ昇華されていく」（11頁）とい
い、一人ひとりの生活＝レーベンと地域や国家（ネイション）を強調す
ることが、グローバルの視点を否定するナショナリズムを鼓吹しようと
しているものでは決してないことを力説している。そして、すぐれて独
創的な思想や研究が、その時代の現実の問題との格闘・対決のなかから
生まれることが多いとしている。
私は、田中のこの主張に教訓を見いだしたい。現在は「グローバル化
の時代」である。しかし、他方で大都市圏をのぞけば、国内の各地域が
衰退の状況にあることに思いをいたせば、この主張に従わなければなら
ないことは明らかである。連合学会は解散し、一時期輝きをみせた横浜
における大学間提携は消滅してしまったが、この教訓をよりどころに新
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たな動きを模索し、実践しなければならない。
６．おわりに
本来ならば、もう少し早い時期に書くべきであったが、遅くなってし
まったかもしれない。しかし、２．の解散の経過だけをしるすのでは責
任を果たすことができないのは明らかであった。『十年の歩み』を見つ
けることができたので、とりあえず、ここまで書くに至った。
横浜市立大学が生誕と解散の“いいだしっぺ”になった連合学会につ
いては、本稿につづいて、なお書くべきことがあると思っている。その
ためにも資料を収集しなければならない。『関東学院大学経済学部三十
年史』を使って、筆者は別に「関東学院大学経済学部における「経営学」
の系譜」（『経営学史学会大会予稿集』（2014年））を書いたが、ここには
連合学会のことが示されており、３．と４．で引用したとおりである。
また、私も執筆した『横浜市立大学六十年史』（1991年）をみると、
本稿の対象となった「草創期」を『原典経済学』にかかわった、いまは
亡き古沢友吉、1970年代以降の「発展期」を長尾演雄（市大名誉教授、
社会学）が執筆している（367－369頁）。しかし、記述は少なく、主な
特徴だけが示されている。したがって、さらに収集して続編を書かなけ
ればならないと思っている。
（2014年3月20日）
（付記）：黒川洋行関東学院大学教授、影山摩子弥本学教授から資料の提供を受
けたことに感謝申し上げたい。また、千賀重義本学名誉教授から精神
的なサポートをうけている。
75
齊藤　横浜の大学における「連合学会」の生誕と解散― 大学間提携はどのようにして生まれ、そして消滅したのか ―
